
（証券コード　7888）
平成30年８月10日

株　主　各　位
富 山 県 南 砺 市 土 生 新 1 2 0 0 番 地

代表取締役
社　　　長 黒 田 健 宗

第85回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第85回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席下さいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年８月28日（火曜
日）午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日　　時　平成30年８月29日（水曜日）午前10時
２．場　　所　富山県南砺市土生新1200番地

当社富山工場３階会場
３．目的事項

報 告 事 項
第１号 第85期（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

第２号 第85期（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
議　　案 剰余金処分の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を受付へご提出下さ
いますようお願い申し上げます。

◎次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インター
　ネット上の当社ウェブサイト（http://www.sankogosei.co.jp/）に掲載してお
　りますので本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
　①連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
　②株主資本等変動計算書及び個別注記表
　③業務の適正を確保するための体制
　④業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた

場合は、上記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年６月１日から
平成30年５月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

  当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策などにより、企

業収益や雇用・所得に改善が見られ緩やかな回復基調で推移しました。一

方、欧米、中国の景気は引き続き堅調に推移しましたが、中東情勢や貿易

摩擦などの不安定要素もあり、先行きは不透明な状況が続いております。

　この様な状況のもと、当社グループでは前連結会計年度に引き続き、販

売力の強化、生産効率の向上を図り労務費や経費の圧縮に努め、原価低減

活動を積極的に進めてまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度の売上高は58,339百万円（前期比3.9%増）

となりました。利益面におきましては、営業利益は2,844百万円（前期比

20.6%増）、経常利益は2,622百万円（前期比16.4%増）、親会社株主に帰属

する当期純利益は1,856百万円（前期比56.5%増）となりました。
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　セグメントの状況は、次のとおりであります。

イ　日本

　成形品部門では、車両用内外装部品及び家電関係部品の受注増加はあり

ましたが、情報・通信機器部品の減収が大きく影響し減収となりました。

金型部門では、車両用内外装部品向けが増収となりました。これらの結果、

売上高は24,547百万円（前期比2.1%減）、セグメント利益は1,642百万円

（前期比22.7%減）となりました。

ロ　欧州

　車両用内外装部品の受注増加により、売上高は8,370百万円（前期比3.1%

増）、セグメント利益は816百万円（前期比19.7%増）となりました。

ハ　アジア

　タイ及びインドでの車両用内外装部品の受注増加が影響し、売上高は

18,447百万円（前期比5.8%増）、セグメント利益は781百万円（前期はセグ

メント損失73百万円）となりました。

ニ　北米

　車両用内外装及び機能部品の受注が堅調に推移するとともに、車両用内

外装向け金型の売上が寄与し、売上高は6,974百万円（前期比25.8%増）と

なり、セグメント利益は256百万円（前期比2.0%減）となりました。
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企業集団の事業部門別売上高の状況は、次のとおりであります。

事 業 部 門 別
第　85　期 第　84　期 増 減

構成比 構成比 増減率

成形品

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

情 報 ・ 通 信 機 器 6,431 11.0 7,851 14.0 △1,420 △18.1

車 両 37,354 64.1 35,708 63.6 1,646 4.6

家 電 そ の 他 3,448 5.9 2,829 5.0 619 21.9

成 形 品 計 47,235 81.0 46,388 82.6 846 1.8

金 型 11,103 19.0 9,770 17.4 1,331 13.6

合 計 58,339 100.0 56,159 100.0 2,179 3.9

②　設備投資の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は3,897百万円で、

その主なものは、次のとおりであります。

当連結会計年度中に完成した主要設備

SANKO GOSEI UK LTD.：成形ライン新設　535百万円

SANKO GOSEI PHILIPPINES,INC.：成形ライン新設　445百万円

SANKO GOSEI TECHNOLOGY INDIA PRIVAT LTD.：成形ライン新設　762百万円

③　資金調達の状況

当連結会計年度中にグループの所要資金として、金融機関より短期借

入金として3,500百万円の調達を実施しました。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第82期

(平成27年５月期)
第83期

(平成28年５月期)
第84期

(平成29年５月期)

第85期
(当連結会計年度)
(平成30年５月期)

売 上 高 50,174百万円 55,641百万円 56,159百万円 58,339百万円

経 常 利 益 1,875百万円 1,348百万円 2,252百万円 2,622百万円

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

1,359百万円 1,153百万円 1,186百万円 1,856百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 64.99円 46.64円 46.54円 72.84円

総 資 産 45,407百万円 42,774百万円 44,004百万円 45,580百万円

純 資 産 13,049百万円 13,904百万円 15,052百万円 16,745百万円
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
持株比率

主 要 な 事 業 内 容

％
SANKO GOSEI TECHNOLOGY
(SINGAPORE)PTE.LTD.

1,800千
シンガポールドル 90.0

プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％

SANKO GOSEI UK LTD.
6,000千

ｽﾀｰﾘﾝｸﾞﾎﾟﾝﾄﾞ
100.0

プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％
SANKO GOSEI(THAILAND)
LTD.

170,000千
バーツ

100.0
プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％
SANKO GOSEI TECHNOLOGY
(THAILAND)LTD.

406,000千
バーツ

60.0
プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％

SET EUROPE LTD.
1,000千

ｽﾀｰﾘﾝｸﾞﾎﾟﾝﾄﾞ
100.0

プラスチック成形用金型の製造及び
販売

％
PT.SANKO GOSEI
TECHNOLOGY INDONESIA

8,000千
米ドル

99.3
プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％

天津三華塑膠有限公司
3,600千
米ドル

100.0
プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％
燦曄合成科技貿易(上海)有限
公司

300千
米ドル

90.0
プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％

三華合成(廣州)塑膠有限公司
500千

米ドル
100.0

プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％
SANKO GOSEI
MEXICO,S.A.DE C.V.

3,252千
米ドル

100.0
プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％
SANKO GOSEI
PHILIPPINES,INC.

4,098千
米ドル 100.0

プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％

エスバンス株式会社 100百万円 100.0
プラスチック成形用金型の製造及び
販売

％
SANKO GOSEI TECHNOLOGIES
USA,INC.

5,000千
米ドル

100.0
プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％
SANKO SVANCE JRG TOOLING 
INDIA PRIVATE LTD.

600,000千
インドルピー

61.0

(5.0)

プラスチック成形用金型の製造及び
販売

％
SANKO GOSEI TECHNOLOGY 
INDIA PRIVATE LTD.

600,000千
インドルピー

100.0
プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

％
武漢三樺塑膠有限公司 1,800千

米ドル
100.0

プラスチック成形品の製造及び販売
プラスチック成形用金型の販売

（注）「当社の持株比率」欄の( )内は内数で間接所有割合であります。
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(4) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、米国経済の底堅い成長や、欧州における景

気拡大を背景に堅調な成長が見込まれますが、米国の利上げや中国の金融規

制強化等世界経済や為替の動向に大きな影響を及ぼす要因を抱えており、依

然として先行き不透明な経営環境が続くと思われます。

　当社グループとしましては、より付加価値の高い製品や金型の受注活動を

積極的に行うとともに、安定した収益構造の確保と経営体質の強化を図るた

め、グループ一体となり以下の施策を推進してまいります。

①　収益力のさらなる向上のため、グループ各社をあげて、高付加価値製品

　　の受注拡大を図り、製品開発時間の短縮や製造経費のさらなる削減を継

　　続して進め、利益確保に努めてまいります。

②　「グローバルな成長」を基本戦略として、国内外拠点の自立と活用を図

　　り、各製造拠点の生産技術力の向上に努め、お客様に満足いただける業

　　界でのトップクラスの品質、価格、納期及び製品開発をも含めた生産競

　　争力の強化・充実に努めてまいります。

③　金型の製造販売の子会社エスバンス株式会社及びSANKO SVANCE JRG 

TOOLING INDIA PRIVATE LTD.を軸として自動車関連をはじめとする高品

質な金型の拡販をグローバルに図ってまいります。

④　資本業務提携を締結しております双葉電子工業株式会社と、両社が培っ

てきた技術ノウハウを融合させることによる新商品の開発を図ってまい

ります。

⑤　インドの子会社SANKO GOSEI TECHNOLOGY INDIA PRIVATE LTD.で、新たに

自社工場によるプラスチック成形品の製造・販売を行ってまいります。

⑥　中国武漢に新規設立いたしました武漢三樺塑膠有限公司の早期黒字化に

向けて取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、なにとぞ今後とも変わらぬご支援、ご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。
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(5) 主要な事業内容（平成30年５月31日現在）

当社グループは、プラスチック成形品及びプラスチック成形用金型の製造

販売を主要な事業としており、主な製品は次のとおりであります。

事 業 区 分 主 要 製 品

成 形 品 事 業

情 報 ・ 通 信 機 器
定着器ユニット、スキャナー、トナーカートリッ
ジ、インクタンク、スマートメーター他

車 両
ボデーバルブ、インパネ、バンパー、ハウジング
ギヤ、タンク他

家 電 そ の 他
フロントパネル、フィルター枠、ファン、手洗器、
飲料用キャップ他

金 型 事 業 プラスチック成形用金型

(6) 主要な営業所及び工場（平成30年５月31日現在）

①　当社の主要な事業所

本 社 富山県南砺市

工 場
富山県南砺市、埼玉県熊谷市、群馬県高崎市、静岡県掛川
市、滋賀県東近江市

営 業 所
東京都板橋区、富山県南砺市、埼玉県熊谷市、静岡県掛川
市、滋賀県東近江市

②　子会社

SANKO GOSEI TECHNOLOGY(SINGAPORE)PTE.LTD. シンガポール

SANKO GOSEI UK LTD. 英国

SANKO GOSEI(THAILAND)LTD. タイ

SANKO GOSEI TECHNOLOGY(THAILAND)LTD. タイ

SET EUROPE LTD. 英国

PT.SANKO GOSEI TECHNOLOGY INDONESIA インドネシア

天津三華塑膠有限公司 中国

燦曄合成科技貿易(上海)有限公司 中国

三華合成(廣州)塑膠有限公司 中国

SANKO GOSEI MEXICO,S.A.DE C.V. メキシコ

SANKO GOSEI PHILIPPINES,INC. フィリピン

エスバンス株式会社 大阪府枚方市

SANKO GOSEI TECHNOLOGIES USA,INC. 米国

SANKO SVANCE JRG TOOLING INDIA PRIVATE LTD. インド

SANKO GOSEI TECHNOLOGY INDIA PRIVATE LTD. インド

武漢三樺塑膠有限公司 中国
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(7) 使用人の状況（平成30年５月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

2,294名 217名増

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

581名 13名増 41.4歳 17.1年

（注）１．上記使用人数、平均年齢及び平均勤続年数には、臨時従業員（パートタイマー、嘱託
及び受入出向者）は含んでおりません。

２．上記使用人数には、出向者人員46名を含んでおります。

(8) 主要な借入先の状況（平成30年５月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行 2,320百万円

株式会社北陸銀行 1,432百万円

三井住友信託銀行株式会社 1,412百万円
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年５月31日現在）

①　発行可能株式総数 43,200,000株

②　発行済株式の総数 25,688,569株

③　株主数 4,419名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

双 葉 電 子 工 業 株 式 会 社 3,774 14.8

有限会社ビー・ケー・ファイナンス 2,088 8.2

東 レ 株 式 会 社 782 3.1

株 式 会 社 Ａ Ｌ Ｐ Ｉ Ｎ Ｅ Ｃ Ａ Ｐ 780 3.1

柳 島 修 一 748 2.9

松 村 昌 彦 573 2.2

梅 崎 興 生 522 2.1

梅 﨑 　 潤 474 1.9

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 472 1.9

松 　 村 　 篤 之 介 396 1.6

（注）持株比率は自己株式（204,497株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成30年５月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 黒 田 健 宗

※取 締 役 柴 田 達 夫
クリエイトライフビジネスユニット長
兼営業部門長

※取 締 役 満 嶋 敏 雄
全社技術統括、次世代技術部長兼
Ｔ＆Ｅビジネスユニット長
エスバンス㈱代表取締役会長

※取 締 役 芹 川 　 明
管理部門長
エスバンス㈱監査役

※取 締 役 久 住 ア ー メ ン オート内外装ビジネスユニット長

取 締 役 中 村 康 二 三甲㈱監査役

取 締 役 繁 澤 宏 明

常 勤 監 査 役 鷲 塚 　 修

監 査 役 吉 田 裕 敏 弁護士

監 査 役 今 村 　 修

監 査 役 磯 林 恵 介 税理士

（注）１．取締役中村康二及び繁澤宏明の両氏は、社外取締役であります。

２．※の取締役は執行役員を兼務しております。

３．監査役吉田裕敏、今村修及び磯林恵介の３氏は、社外監査役であります。

４．監査役磯林恵介氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．当社は、取締役中村康二氏、取締役繁澤宏明氏及び監査役今村修氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

       7名
　     （2名）

139百万円
（8百万円）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

       4名
        (3名)

20百万円
（12百万円）

合 計       11名 159百万円

（注）１．取締役の報酬等限度額は、平成29年８月29日開催の第84回定時株主総会決議において

年額360百万円以内（うち社外取締役30百万円以内）と決議をいただいております。

２．監査役の報酬等限度額は、平成19年８月29日開催の第74回定時株主総会決議において

年額40百万円以内と決議をいただいております。

３．上記の支給額には、当事業年度における役員賞与引当金の繰入額36百万円（取締役７

名に対し32百万円（うち社外取締役２名に対し2百万円）、監査役４名に対し4百万円

（うち社外監査役３名に対し2百万円））が含まれております。
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③　社外役員に関する事項

イ　当事業年度における主な活動状況

ａ　取締役会及び監査役会への出席状況

取 締 役 会 監 査 役 会

出席/開催回数 出 席 率 出席/開催回数 出 席 率

取締役 中 村 康 二 15/16回 93.8％ － －

取締役 繁 澤 宏 明 11/11回 100.0％ － －

監査役 吉 田 裕 敏 16/16回 100.0％ 15/15回 100.0％

監査役 今 村 　 修 16/16回 100.0％ 15/15回 100.0％

監査役 磯 林 恵 介 16/16回 100.0％ 15/15回 100.0％

（注）繁澤宏明氏につきましては、平成29年８月29日就任以降の状況を記載しております。

ｂ　取締役会等における発言状況

主 な 発 言 状 況

取 締 役 中 村 康 二
長年にわたって経営に携わり、企業経営に関する専門的な見識を
活かし、助言・提言しております。

取 締 役 繁 澤 宏 明
長年にわたって経営に携わり、企業経営に関する専門的な見識を
活かし、助言・提言しております。

監 査 役 吉 田 裕 敏

主に弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお
ります。
また、監査役会において、当社の内部監査について適宜、必要な
発言を行っております。

監 査 役 今 村 　 修

長年の国税庁等の勤務の間培われた税務・会計全般の見地から、
取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性を確保するため
の発言を行っております。
また、監査役会において、当社の予算管理システム並びに内部監
査について適宜、必要な発言を行っております。

監 査 役 磯 林 恵 介

税理士として培われた税務・会計全般の見地から、取締役会にお
いて、取締役会の意思決定の妥当性を確保するための発言を行っ
ております。
また、監査役会において、当社の予算管理システム並びに内部監
査について適宜、必要な発言を行っております。

ロ　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第425条第

１項に規定する額としております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称

有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 29百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

29百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積も

りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監

査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社連結子会社のSANKO GOSEI UK LTD.ほか５社の当社の監査公認会計士等と同一の

ネットワークに属しているKPMGに対して支払うべき報酬の額は、20百万円であります。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社は、会社法第340条第１項各号に定める監査役会による会計監査人

の解任のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認めら

れる場合には、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は

不再任に関する議案の内容を決定いたします。

(5) 会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針については、特に定めておりません。

（注）　本事業報告の記載数字は、金額及び株式数などについては、それぞれ

表示単位未満を切り捨て、比率は四捨五入により表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年５月31日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

24,441

6,898

12,069

958

1,924

693

196

1,701

△0

21,138

19,832

6,251

7,863

876

4,471

368

616

205

410

689

395

399

199

△29

△276

流 動 負 債 21,702

支払手形及び買掛金 9,293

短 期 借 入 金 5,438

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 230

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 2,526

リ ー ス 債 務 762

未 払 法 人 税 等 215

賞 与 引 当 金 169

役 員 賞 与 引 当 金 36

そ の 他 3,027

固 定 負 債 7,132

社 債 375

長 期 借 入 金 3,821

リ ー ス 債 務 1,402

繰 延 税 金 負 債 383

退職給付に係る負債 956

役員退職慰労引当金 23

そ の 他 169

負 債 合 計 28,834

純 資 産 の 部

株 主 資 本 17,686

資 本 金 2,885

資 本 剰 余 金 2,964

利 益 剰 余 金 11,879

自 己 株 式 △43

その他の包括利益累計額 △1,476

その他有価証券評価差額金 △3

繰延ヘッジ損益 △0

為替換算調整勘定 △1,112

退職給付に係る調
整 累 計 額

△360

非支配株主持分 535

純 資 産 合 計 16,745

資 産 合 計 45,580 負 債 純 資 産 合 計 45,580
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年６月１日から
平成30年５月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 58,339

売 上 原 価 48,925

売 上 総 利 益 9,413

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,569

営 業 利 益 2,844

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 28

為 替 差 益 11

そ の 他 196 236

営 業 外 費 用

支 払 利 息 268

そ の 他 190 458

経 常 利 益 2,622

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6

国 庫 補 助 金 25 32

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 7

固 定 資 産 除 却 損 56

ス ワ ッ プ 差 損 55

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 21

固 定 資 産 圧 縮 損 25 165

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,488

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 500

法 人 税 等 調 整 額 73 574

当 期 純 利 益 1,914

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 57

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,856
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貸　借　対　照　表

（平成30年５月31日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

11,840

1,560

699

5,961

573

1,264

173

84

33

1,054

435

△0

19,007

5,588

1,603

74

1,946

0

269

1,678

17

193

165

27

13,225

7

9,279

423

3,416

127

△29

流 動 負 債 11,675

支 払 手 形 3,029

買 掛 金 1,417

１年内償還予定の社債 230

短 期 借 入 金 3,500

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,930

リ ー ス 債 務 307

未 払 金 351

未 払 費 用 528

未 払 法 人 税 等 119

役 員 賞 与 引 当 金 36

そ の 他 224

固 定 負 債 4,805

社 債 375

長 期 借 入 金 3,235

リ ー ス 債 務 814

繰 延 税 金 負 債 146

退 職 給 付 引 当 金 198

役員退職慰労引当金 23

そ の 他 13

負 債 合 計 16,481

純 資 産 の 部

株 主 資 本 14,366

資 本 金 2,885

資 本 剰 余 金 2,737

資 本 準 備 金 2,737

利 益 剰 余 金 8,786

利 益 準 備 金 133

その他利益剰余金 8,653

別 途 積 立 金 3,738

繰 越 利 益 剰 余 金 4,915

自 己 株 式 △43

評価・換算差額等 0

その他有価証券評価差額金 0

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0

純 資 産 合 計 14,366

資 産 合 計 30,848 負 債 純 資 産 合 計 30,848
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損　益　計　算　書

(平成29年６月１日から
平成30年５月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 22,105

売 上 原 価 18,036

売 上 総 利 益 4,069

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,319

営 業 利 益 750

営 業 外 収 益

受 取 利 息 49

受 取 配 当 金 514

為 替 差 益 9

そ の 他 54 628

営 業 外 費 用

支 払 利 息 87

そ の 他 43 130

経 常 利 益 1,247

特 別 利 益

国 庫 補 助 金 25 25

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 除 却 損 56

固 定 資 産 圧 縮 損 25 82

税 引 前 当 期 純 利 益 1,190

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 195

法 人 税 等 調 整 額 34 229

当 期 純 利 益 960
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年７月24日

三光合成株式会社

取締役会御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近 藤 久 晴 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 笠 間 智 樹 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三光合成株式会社の

平成29年６月１日から平成30年５月31日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が

国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、三光合成株式会社及び連結子会社か

らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年７月24日

三光合成株式会社

取締役会御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 近 藤 久 晴 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 笠 間 智 樹 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三光合成株式

会社の平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第85期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成29年６月１日から平成30年５月31日までの第85期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の従業員等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方

法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査いたしました。また、子会社については、子会社に取締役及び監査

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成

る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）について、取締役及び従業員等からその構築及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま

した。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の執行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

平成30年７月25日

三光合成株式会社　監査役会

常勤監査役 鷲 塚 　 修 

監査役(社外監査役) 吉 田 裕 敏 

監査役(社外監査役) 今 村 　 修 

監査役(社外監査役) 磯 林 恵 介 

以　上
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株主総会参考書類

議案　剰余金処分の件

当事業年度の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下のとお

りといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金６円　　配当総額152,904,432円

　なお、これにより、中間配当６円と合わせた年間配当金は12円となりま

　す。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成30年８月30日といたしたいと存じます。

以上
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